
令和5年7月14日 東京都港区芝浦三丁目13番8号

森永乳業販売株式会社

代表取締役　竹立　宏志

貸借対照表（令和5年3月31日現在） （単位：千円）

金　　額 金　　額

Ⅰ 流　動　資　産 19,085,435 Ⅰ 流　動　負　債 10,966,883

現 金 及 び 預 金 52,549 支 払 手 形 17,537

受 取 手 形 1,492 電 子 記 録 債 務 71,376

電 子 記 録 債 権 44,467 買 掛 金 8,447,539

売 掛 金 7,578,713 リ ー ス 債 務 20,191

商 品 665,443 未 払 金 115,278

4,611 未 払 費 用 1,773,264

未 収 金 726,875 未 払 法 人 税 等 101,769

預 け 金 9,965,578 預 り 金 399,378

その他流動資産 99,401 その他流動負債 20,546

貸 倒 引 当 金 -53,698 Ⅱ 固　定　負　債 772,200

Ⅱ 固　定　資　産 3,634,426 リ ー ス 債 務 37,936

 有形固定資産 2,045,778 退職給付引当金 642,410

建 物 667,286 その他固定負債 91,853

構 築 物 23,601 11,739,084

機 械 装 置 29,926

車 両 運 搬 具 447 Ⅰ　株　主　資　本 10,763,638

工 具 器 具 備 品 39,847  資　本　金 497,250

土 地 1,231,400  資本剰余金 778,192

有形リース資産 53,267 資 本 準 備 金 778,192

 無形固定資産 50,645  利益剰余金 9,488,196

その他無形固定資産 50,645 利 益 準 備 金 24,779

 投資その他の資産 1,538,003 9,463,417

投 資 有 価 証 券 838,993 (802,076)

関 係 会 社 株 式 155,105 20

長 期 貸 付 金 91,000 31,523

長 期 前 払 費 用 2,160 3,967,635

繰 延 税 金 資 産 348,480 5,464,238

そ の 他 投 資 等 108,440 Ⅱ　評価・換算差額等 217,139

貸 倒 引 当 金 -6,177 その他有価証券評価差額金 217,139

10,980,778

22,719,862 22,719,862

負　債　合　計

第77期決算公告

科　　目 科　　目

（資　産　の　部） （負　債　の　部）

原材料及び貯蔵品

純　資　産　合　計

資　産　合　計 負債・純資産合計

（純 資 産 の 部）

その他利益剰余金

　配当引当積立金

　退職手当積立金

　別 途 積 立 金

　繰越利益剰余金

（うち当期純利益）



貸借対照表（令和5年3月31日現在） 会社計算規則第98条第2項第1号を適用し、注記を一部省略しております。

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（1） 資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社及び関連会社株式…移動平均法による原価法
その他有価証券
　市場価格のない株式等以外のもの…時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、
　　　　　　　　　　　　　　　　　売却原価は移動平均法により算定しております。）
　市場価格のない株式等　　　　　…移動平均法による原価法

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法
総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ
　　　　　　　　　　　の方法）

（2） 重要な固定資産の減価償却方法
① 有形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。
② 無形固定資産（リース資産を除く）

定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見積利用可能期間（５年）に
基づく定額法によっております。

③ リース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

（3） 重要な引当金の計上基準
① 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能
見込額を計上しております。

② 退職給付引当金
決算期末の要支給額の１００％を引当計上しております。

（4） 収益及び費用の計上基準
当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び
当該履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する時点）は以下のとおりであります。
主に国内で乳製品等の販売を行っております。当該国内の販売については、出荷時点で
収益を認識しております。また、当該販売活動において顧客へ支払われる対価について
は、顧客から受領する別個の財又はサービスと交換に支払われるものである場合を除き、
取引価格から減額しております。
なお、製品の販売のうち、当社が代理人に該当すると判断したものについては、他の当事
者が提供する製品と交換に受け取る額から当該他の当事者に支払う額を控除した純額を収
益として認識しております。

２．貸借対照表注記
（1） 有形固定資産の減価償却累計額 3,677,382 千円
（2） 関係会社に対する金銭債権債務

短期金銭債権 10,325,198 千円
長期金銭債権 91,000 千円
短期金銭債務 7,187,346 千円

個別注記表

（自令和4年4月1日　至令和5年3月31日）


